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１．停電対策について
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福島第二原子力
発電所

新福島変電所

N 新福島変電所

福島第二原子力（発）

富岡線

岩井戸線

６６ｋＶ送電線

５００ｋＶ送電線

１－１．福島第二原子力発電所 外部電源系統

外部電源は，以下の４回線により
受電可能な設備を有している。

・５００ｋＶ富岡線（２回線）
・６６ｋＶ岩井戸線（２回線）
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１－２．外部電源が長期間喪失した場合の対応

①ディーゼル発電機による復旧（系統構成図）

・各号機３台の非常用ディーゼル発電機（計１２台）を有している。
・当該号機の非常用ディーゼル発電機が使用できない場合，隣接号機の非常用ディーゼル発電機から

融通し，使用済燃料の冷却に必要な機器の電源を確保する。
・電源融通までの想定所要時間は約１時間。その間の使用済燃料プールの温度上昇は約０．２℃。 5

ガスタービン
発電機車 外部電源

（開閉所）
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１－２．外部電源が長期間喪失した場合の対応

②ガスタービン発電機車による復旧（系統構成図）

・非常用ディーゼル発電機が使用できない場合，ガスタービン発電機車により使用済燃料の冷却に
必要な機器の電源を確保する。

・起動準備～電源確保までの想定所要時間は約２時間。その間の使用済燃料プールの温度上昇は約
０．４℃。 6

ガスタービン
発電機車 外部電源

（開閉所）
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１－２．外部電源が長期間喪失した場合の対応

③高圧電源車による復旧（系統構成図）

・非常用ディーゼル発電機，ガスタービン発電機車が使用できない場合，高圧電源車により使用済燃
料の冷却に必要な機器の電源を確保する。（１プラントあたり2台を確保）

・高圧電源車がプラントへ到着してから電源確保までの想定所要時間は約1時間。その間の使用済燃
料プールの温度上昇は約０．2℃。
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ガスタービン
発電機車 外部電源
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注）電源復旧用
の資機材を搭載
した車両

・５００ｋＶ開閉所，６６ｋＶ開閉所が損壊した場合，復旧には相当の時間が必要である
ため，変圧器などを車載した移動用機器を配備し，使用できない設備をバイパスして接
続し外部電源を復旧する。

１－２．外部電源が長期間喪失した場合の対応

④移動用機器による復旧

500kV富岡線，66kV岩井戸線

外部電源
（開閉所）
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１－３．非常用ディーゼル発電機，高圧電源車により

停電を解消できない設備とその対策について

名 称 影響 対 策

免震重要棟
緊急時対策所
使用不可

免震重要棟に設置されている非常用発電機により約７２時間無給油
で電源を供給

事務本館 執務環境悪化 停電が長期にわたる場合，非常用発電機がある免震重要棟にて活動

協力企業棟 執務環境悪化 停電が長期にわたる場合，非常用発電機がある免震重要棟にて活動

飲料水設備
上水道供給停
止

飲料水等の生活用水は，受水槽，備蓄用飲料水により確保

携帯電話基地局
電波レベルの
低下

社内の保安電話回線および衛星携帯電話等により通信手段を確保

モニタリングポスト
環境放射線測
定の停止

ＣＶＣＦ（定電圧定周波数装置）により８時間，ＵＰＳ（無停電電
源装置）により８時間，ディーゼルエンジン発電機により１８時間
電源を供給
モニタリングカー（１台），可搬型モニタリングポスト（３台）を
配備

ダストモニタ
環境放射線測
定の停止

今年度にディーゼル発電機による電源強化を実施予定

・事務所，生活用水，通信設備，モニタリングポスト，ダストモニタ

・工業用水は電源車によりポンプを駆動させる手順を整えている。
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項目 非常用ディーゼル発電機
ガスタービン

発電機車
高圧電源車

最大備蓄量
２，８８０ｋｌ＊１

２１６ｋｌ＊２
２００ｋｌ

油種 軽油

保管場所
屋外タンク（海抜１２ｍ）

原子炉建屋内
高台地下タンク
（海抜４６ｍ）

運転可能時間
現状負荷で各プラント１台
の起動時に１０日間以上

＊３

約６日間
（備蓄量考

慮）

約２時間
（車載分）

*４

１－４．非常用ディーゼル発電機，高圧電源車の燃料備蓄量他について

＊１：屋外に設置している１～４号機全てのタンクの備蓄量の合計
＊２：原子炉建屋内に設置している１～４号機全ての小型タンクの備蓄量の合計
＊３：冷温停止維持に必要な最低負荷の場合35日以上
＊４：車載タンク（２５０ｌ）、燃費１１０ｌ／ｈとして計算
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１－５．通信設備（社内回線）の停電対策

１１

免震棟
通信設備用
蓄電池6h

ﾌﾟﾗﾝﾄ
保安電話用
蓄電池
6h

事務本館
通信設備用蓄電池6h

常用電源(プラント)
常用電源(事務本館)

保安電話･TV会議､
ﾒｰﾙ､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

広野火力発電所

新福島変電所 本
社

TV会議、ﾒｰﾙ､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

原子
力規
制庁

① ②

無線局舎

マイクロ波無
線

Bルート

マイクロ波無線
Aルート

：保安電話､TV会議､ﾒｰﾙ､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ回線/統合原子力防災ﾈｯﾄﾜｰｸ回線
：TV会議、メール､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ回線

：統合原子力防災ﾈｯﾄﾜｰｸ回線
※実線は有線、点線は無線

統合原子力防災ﾈｯﾄﾜｰｸ回線

構内無線機：150MHz: 7台
400MHz:58台

ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞｰ ：60台
衛星携帯電話：21台

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞ
ﾙ発電機

非常用発電機モバイル系

①非常用予備電源装置(EG)
【満燃料時運転可能時間：185h】

②蓄電池
【バックアップ可能時間：6h】

・水害や暴風によって通信回線が全て喪失しないよう，複数の通信手段を設けるとともに，停電に
備えた蓄電池を分散して設置している。

・マイクロ波無線回線はルートを多重化している。停電に備え①非常用予備電源装置（EG）【満燃
料時運転可能時間：185時間】，②蓄電池【6時間】を設置している。

：常用電源

常用電源(プラント)

常用電源(プラント)

外
部
電
源
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１－６．配電用資機材の備蓄量

・高圧電源車 ：１０台（予備２台）
・ガスタービン発電機車 ：２セット（予備１セット）
・低圧ケーブル ：１００ｍ×３０ドラム
・タンクローリー ：３台（予備１台）

発電所（高台）に配備した電源車発電所（高台）に配備したガスタービン発電機車と制御車

発電機車制御車

地下軽油タンク

12
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２．断水対策について
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２－１．長期断水の状況とその対策

• 工業用水は通常木戸ダムから供給を受けている。供給が受けられなくなった場
合，木戸川に設置してある取水施設からの供給に切り替えて確保する。

• 上水道は発電所構内にある深井戸からの簡易水道施設により確保しており，外
部からの影響を受けることない。

• 下水道は発電所構内に浄化槽があり，外部からの影響を受けることはない。

木戸ダム
Ｐ

木戸川

木戸川ポンプ室

発電所

構内深井戸

通常の供給ルート

非常時の供給
ルート

工業用水

工業用水
上水道

上水道 双葉地方水道企業団
（浄水場） ×

震災により水道管破断
（配管復旧後、再契約予定）

14
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３．暴風・飛来物対策について

15
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３－１．建物・設備の設計について

発電所構内の建物は建築基準法に基づき３０ｍ／ｓで設計されている。

（例）排気筒
・排気筒構造

鉄塔支持型排気筒（高さ ：１２０．０ｍ）
・排気筒基準風速

３０ｍ／秒（建築基準法）
・強風への対応

建築基準法に基づき定められた風速に対して、問題ないことを確認し
ている。

また、隣接する広野町における過去の最大瞬間風速33.7m/s(2003
年）であり、その後の点検により問題ないことを確認している。

なお、一般に瞬間最大風速は平均風速の1.5～2倍程度とされている。

1316
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３－２．飛来物対策の概要について

17

・重要設備まで到達しない距離を確保する離隔対策を実施している。
・飛散防止または飛散距離を抑制するために，プレハブ等の仮設建物につ

いては，地面への固定，ウェイトとの連結及び固縛などの対策を実施し
ている。
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４．高波・高潮対策について
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４－１．高波・高潮対策について（津波対策に包含）

・・高波・高潮対策については、以下の津波対策に包含される。

・新規制基準を考慮した津波*（海抜２７.５ｍ※１）を自主的に策定し、使用済

燃料プール（ＳＦＰ)及び原子炉圧力容器の評価を行い、津波に対して構造が

維持されることを確認している。*１万年～１００万年程度に１回の発生頻度

・発電所高台に配備した消防車等を使用した対応にて，燃料の健全性を確保する。

※１：１号機取水口前面

19
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４－１．高波・高潮対策について（津波対策に包含）

４号機

タービン建屋
３号機

タービン建屋

２号機

タービン建屋

１号機

タービン建屋

３号機

原子炉

建屋

２号機

原子炉

建屋

１号機

原子炉

建屋

４号機

海水熱交換器建屋

３号機

海水熱交換器建屋

２号機

海水熱交換器建屋

廃棄物

処理建屋

事務本館

免震重要棟

４号機

原子炉

建屋

１号機

海水熱交換器建屋

海水熱交換器建屋と

タービン建屋をつなぐ
トレンチの浸水防止
対策を実施

海水熱交換器建屋１階
の機器搬入扉の浸水防
止対策を実施

１５．４ｍの防潮堤に
より，原子炉建屋側
の浸水高さを抑制す
る対策を実施

20
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台風19号の接近と満潮のタイミングが重なり、2019年10月13日1:57時
点で福島第二原子力発電所港湾内では、最高潮位：O.P.+1.78m（潮位
偏差※：0.83m）を記録
※潮位偏差=実測潮位-天文潮位

大型の台風（10月13日2:00時点 中心気圧：975hPa）の接近であった
ものの、護岸部に対して1.5m程度の余裕があり、設備への影響は無かっ
た

護岸と台風接近に伴う潮位上昇のイメージ

護岸部地盤高
▽O.P.+4.0m

最高潮位

(10月13日1:57時点)

▽O.P.+1.78m

天文潮位

▽O.P.+0.95m

台風接近に伴う

潮位偏差 0.83m

1.5m程度

４－２．2019年台風19号接近時における高潮の影響について
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（参考）2019年台風19号接近時における潮位データ

福島第二原子力発電所港湾内潮位データ
（2019/10/12 15:00～2019/10/13 15:00）

最高潮位：O.P.+1.78m
（2019/10/13 1:57）

O.P.+1.8m

O.P.+1.2m

O.P.+0.6m

O.P.+0.0m

O.P.-0.6m

15:00

2019/10/12

19:00 23:00 3:00 7:00 11:00 15:00

2019/10/13
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５．物流途絶の対策について

23
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５－１．非常食等の備蓄量

・社員，協力企業併せて９００人分の水，食料を３日分備蓄。

品目 備蓄量

飲料水（１．５ｌ） ５，４００本

クラッカー ５，４００食

マジックライス ５，４００食

缶詰類 ８，１００食

フルーツ缶 ２，７００食

・東日本大震災では3月１３日に，水，食料を構内へ搬入できてい
ることから備蓄量は３日間としている。

・燃料の備蓄量は，「１－４．非常用ディーゼル発電機，高圧電源
車の燃料備蓄量他について」に記載のとおり。

・各種ガスに関する備蓄はないが，火災発生時の消火活動等で使用
する空気ボンベは、発電所内で充填できる準備をしている。

・発電所までの進入路が長期間通行できない場合は，構内のヘリポ
ートや港湾施設を活用し，空輸，海上輸送等によって物資を構内
へ運び入れる。 24
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６．通信障害の対策について

25
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６－１．通信障害への対応と代替手段について

・基地局や電線などの被害による通信障害への対策として以下の通信手段を

準備

名 称 配備数量 代替手段

社内回線 －
自社の光回線及び電源等を備えている。本社（東京）を経
由した連絡が可能

無線通信 －
有線通信が断線した場合，マイクロ波を利用した無線通信
により社外・社内への連絡が可能

衛星携帯電話 ２１台
携帯電話基地局が使用不可能な場合に備え，衛星携帯電話
による通信を確保

26
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７．落雷対策について

27



無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社

７－１．福島第二原子力発電所の落雷対策について

•「建築基準法」や「JEAG4608-2007 原子力発電所の耐雷指針」等により，

以下の３項を組み合わせて構成している。

設備 内容

送電線 アークホーン※1，避雷器の設置

計装回路

ノイズ対策として静電遮蔽付シールドケーブルの使用

警報入力回路，計算機回路へ保安器※2を設置

屋外設置の計器は耐電圧試験，インパルス耐電圧試験に合格したものを適用またはサージ吸収
素子（アレスタ），保安器を現場側で計器と組み合わせる

回路と筐体との電位差大防止のため，計測制御設備を建屋内接地幹線に接続

制御ケーブル
雷サージ抑制のため，二重シールドケーブルを使用

屋内分電盤から屋外へ供給する回路には絶縁変圧器を設置

※1：アークホーン：鉄塔や電柱に取り付けられている碍子や電線を放電の衝撃から保護するための器具
※2：保安器：雷やサージによって印可された異常電圧・異常電流から機器を保護する装置 28

項目 内容

雷直撃の防止
①露出充電部を持つ屋外電力設備は架空地線または避雷器により遮蔽する。
②高さ２０ｍを超える建築物，鉄塔等には避雷針等を設ける。

雷サージの抑制
①送受電設備の適切な箇所に避雷器を設置する。
②接地抵抗値の低減を図る。
③シールド付きケーブルを使用する。

雷サージの影響阻止
①計測制御設備の適切な箇所に避雷器／保安器を設置する。
②絶縁変圧器等を設置する。
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８．豪雨対策について

29



無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社

８－１．降水量の評価と浸水対策について

＜評価＞
・富岡町における想定降水量を，約１１０ｍｍ／ｈと評価し，構内の

排水路に問題ないことを確認している。
・２０１９年１０月２５日に富岡町で観測された最大降水量は２９．５

ｍｍ／ｈ
＜対策＞
・海水熱交換器建屋の機器搬入用ハッチ，人員出入口扉，機器搬入口

扉の水密化を２０１１年に実施している（津波対策）。
・他電力の雨水流入事象への対策として，重要施設建屋の地下にある

貫通部と地表面から２０ｃｍ未満の貫通部の止水処理状態を調査。
また，修理が必要な貫通部は２０１７年に修理を完了している。

・大物搬入口シャッター底部は地表面から２０ｃｍの高さにあり，構
内の冠水状況に応じ，土のうや排水ポンプにより浸水対策を行う。

30
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８－２．豪雨によるその他の影響について

・豪雨により発電所への進入路が崩落した場合，構内のヘリポートや
港湾施設を活用し，空輸，海上輸送等によって人員や物資を構内へ運
び入れる。
・原子炉建屋近傍の法面は，原子炉建屋から離れており，豪雨によっ
て法面が崩落しても，崩落した土砂が原子炉建屋へ到達する可能性は
低い。

万が一，崩落した土砂が原子炉建屋に到達した場合は，高台（海抜
４６ｍ）に設置している重機により土砂を撤去する。


